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＜新型コロナウイルス感染症対策に関するお知らせ＞
新型コロナウイルスの感染予防及び拡散防止のため、株
主様の安全を第一に考え、本株主総会の開催方針を以下
の通りとさせていただきますので、ご協力のほどお願い
申し上げます。
1.   株主様同士のお席の間隔を広く取るため十分な席数

を確保できなくなる可能性がございますので、ご入
場いただけない場合がございます。

2.   可能な限り、書面又はインターネットによる議決権
の行使をお願いいたします。

3.   ご来場の株主様におかれましてはマスクの着用をお
願いいたします。

4.   ご来場時に検温させていただき、発熱のある株主様
及びご体調不良とお見受けした株主様はご入場をお
断りさせていただきます。
また、ご入場時に手指の消毒をお願いいたします。

5.   株主総会に出席する役員及び運営スタッフはマスク
を着用して対応させていただきます。

なお、新型コロナウイルス感染症の影響により、会場を
変更する場合もございます。ご出席の株主様は本株主総
会前日に予め当社ウェブサイトをご確認ください。



証券コード  3175
2021年６月9日

東京都港区高輪三丁目25番23号
京急第２ビル１F

株式会社エー・ピーホールディングス
代表取締役
社長執行役員CEO 米　山　　　久

株 主 各 位

第20期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第20期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し上げます。
　株主の皆様におかれましては、新型コロナウイルスの感染拡大防止の観点から、本株主総会につきましては、極力、書面（郵送）
又はインターネットにより事前の議決権行使をいただき、株主様の健康状態にかかわらず、株主総会当日のご来場をお控えいただく
よう強くお願い申し上げます。
　お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、2021年６月23日（水曜日）午後６時50分までに議決権をご行使くださ
いますようお願い申し上げます。

敬　具

1 日　　時 2021年６月24日（木曜日）午前10時
2 場　　所 東京都新宿区市谷八幡町８番地

TKP市ヶ谷カンファレンスセンター８階大ホール
（末尾の「定時株主総会会場ご案内図」をご参照ください。） 

3 目的事項 （1）報告事項： 1. 第20期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）
事業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査等委員会の連結
計算書類監査結果報告の件

2. 第20期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）
計算書類の内容報告の件

（2）決議事項： 第１号議案　監査等委員でない取締役４名選任の件
第２号議案　剰余金の処分の件
第３号議案　会計監査人選任の件

4   インターネット開示
に関する事項

本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、次の事項につきましては、法令及び定款第15条の規定
に基づき、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますので、本招集ご通知の添付書類
には記載しておりません。したがって、本招集ご通知の添付書類は、監査報告を作成するに際し、監
査等委員会又は会計監査人が監査をした書類の一部であります。
・事業報告の「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」 
・連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」及び「連結注記表」
・計算書類の「株主資本等変動計算書」及び「個別注記表」

以　上

記

◦   当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。なお、会場への入場開
始は午前９時を予定しており、それ以前の入場はできかねますのでご承知おきください。

◦   株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載させていただ
きます。

当社ウェブサイト（https://ap-holdings.jp/）
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議決権は、以下の3つの方法により行使いただくことができます。

※   インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使として取り扱わせて
いただきます。

※   書面（郵送）とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行使の内容を有効とさ
せていただきます。

同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

日 時 2021年６月24日（木曜日）午前10時（受付開始：午前９時）

株主総会にご出席される場合

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼らずにご投函ください。

行使期限 2021年６月23日（水曜日）午後６時50分到着分まで

書面（郵送）で議決権を行使される場合

①   株主様以外の方による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざんを防止するため、ご利用の
株主様には、議決権行使サイト上で「パスワード」の変更をお願いすることとなりますのでご了承ください。

②   株主総会の招集の都度、新しい「議決権行使コード」及び「パスワード」をご通知いたします。
③   議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金・電話料金等）は株主様の

ご負担となります。また、携帯電話をご利用の場合は、パケット通信料その他携帯電話利用による料金が必
要になりますが、これらの料金も株主様のご負担となります。

パソコン、スマートフォン又は携帯電話から議決権行使サイト（https://www.web54.net）にアク
セスし、同封の議決権行使書用紙に記載された「議決権行使コード」及び「パスワード」をご入力い
ただき、画面の案内にしたがって賛否をご入力ください。

行使期限 2021年６月23日（水曜日）午後６時50分入力完了分まで

インターネットで議決権を行使される場合

議決権行使についてのご案内
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インターネットにより議決権を行使される場合は、パソコン、スマートフォン又は携帯電話から当社の指定する議決権
行使ウェブサイトにアクセスし、画面の案内に従ってご行使くださいますようお願い申しあげます。

インターネットによる議決権行使のご案内

議決権行使ウェブサイト　https://www.web54.net　
バーコード読取機能付のスマートフォン又は携帯電話を利用して右上の2次元コードを読み取り、議決権行使ウェブサイトに接続す
ることも可能です。なお、操作方法の詳細についてはお手持ちのスマートフォン又は携帯電話の取扱説明書をご確認ください。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

議決権行使期限：2021年６月23日（水曜日）午後６時50分入力完了分まで

インターネットによる議決権
行使に関するお問い合わせ

三井住友信託銀行 証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
フリーダイヤル 0120-652-031（受付時間 9:00～21:00）

・「次へすすむ」をクリック ・「議決権行使コード」を入力
・「ログイン」をクリック ・  実際にご使用になる新しいパスワード

を設定してください
・「登録」をクリック

1   議決権行使ウェブサイトに 
アクセスしてください。

2   議決権行使書用紙に記載された「議
決権行使コード」をご入力ください。

3   議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

・「パスワード」を入力

※操作画面はイメージです。
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第１号議案 監査等委員でない取締役４名選任の件

　現在の監査等委員でない取締役４名は、本株主総会終結の時をもって全員任期満了となります。つきましては、監
査等委員でない取締役４名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　監査等委員会は、各候補者に関して、当事業年度における業務執行状況及び各自の専門性の高い分野等を総合的
に検討した結果、当社の取締役として適任であると判断しております。

　監査等委員でない取締役候補者は、次のとおりであります。

株主総会参考書類

候補者番号 氏　名 現在の当社における地位

１ 米
よ ね

山
や ま

　 久
ひさし

代表取締役社長執行役員CEO 再 任

２ 野
の

本
も と

周
しゅう

作
さ く

取締役執行役員COO 再 任

３ 里
さ と

見
み

順
じゅん

子
こ

取締役執行役員 再 任

４ 髙
た か

島
し ま

郁
ふ み

夫
お

社外取締役 再 任  社 外  独 立
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候補者
番　号

氏　　名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る
当社の株式数

１

再 任 米
よ ね

山
や ま

　 久
ひさし

（1970年11月９日生）

1999年11月　㈱ビーマインド　入社
2001年10月　  ㈲エー・ピーカンパニー（現当社）設立 

代表取締役社長
2006年11月　㈱セブンワーク　代表取締役
2010年 5 月　㈱地頭鶏ランド日南　代表取締役（現任）
2013年10月　㈱カゴシマバンズ　代表取締役
2020年 6 月　当社　代表取締役社長執行役員CEO（現任）

5,189,900株

■ 取締役候補者とした理由
米山久氏は、長年にわたる当社及びグループ会社での経営者としての豊富な経験に基づき、事業成長と
企業業績向上に向けたグループ戦略の実現を図るとともに、グループ全体の監督を適切に行うことがで
きるものとして、当社取締役として適任であると判断し、取締役としての選任をお願いするものであり
ます。
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候補者
番　号

氏　　名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る
当社の株式数

２

再 任 野
の

本
も と

周
しゅう

作
さ く

（1978年１月13日生）

2001年 4 月　松下電工㈱（現パナソニック㈱）入社
2011年 6 月　㈱ローランド・ベルガー　入社
2016年11月　  ㈱ポジティブドリームパーソンズ　執行役員
2018年 8 月　  当社　執行役員 海外・新規事業本部長 

兼 生産流通統括本部長
2020年 1 月　  当社　執行役員 九州塚田農場事業本部長  

兼 海外・新規事業本部長  
兼 生産流通統括本部長

2020年 6 月　当社　取締役執行役員COO（現任）

—

■ 取締役候補者とした理由
野本周作氏は、大手電機メーカーでの経営企画などの経験に加え、外資系コンサルティングファームを
経て、国内外レストラン・バンケット事業等を統括する執行役員として外食・小売関連業務の知見を有
しております。当社入社後も海外・新規事業と生産流通事業を統括し、更に外食事業の統括を行い、当
社事業の業務執行全般における経験と実績を有することから、当社取締役として適任であると判断し、
取締役としての選任をお願いするものです。

候補者
番　号

氏　　名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る
当社の株式数

３

再 任 里
さ と

見
み

順
じゅん

子
こ

（1972年７月11日生）

2004年 6 月　㈱ヒヨキ　入社
2005年12月　当社　入社
2008年 3 月　当社　監査役
2009年 6 月　当社　企画広報部長
2011年 3 月　当社　取締役企画本部長
2018年 6 月　当社　取締役
2019年 6 月　㈱カゴシマバンズ　代表取締役（現任）
2020年 6 月　当社　取締役執行役員（現任）
2020年12月　㈱平城苑　社外取締役（現任）

60,000株

■ 取締役候補者とした理由
里見順子氏は、上記略歴、地位及び担当のとおり、主に企画部門の責任者としての任務を通じ、当社及
びグループ会社の事業活動に関し豊富な経験と高度の知識を有しており、当社取締役として適任である
と判断し、取締役としての選任をお願いするものであります。
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候補者
番　号

氏　　名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る
当社の株式数

４

再 任

社 外

独 立

髙
た か

島
し ま

郁
ふ み

夫
お

（1956年５月20日生）

1979年 4 月　マルイチセーリング㈱　入社
1990年 7 月　  ㈱バルス（現㈱Francfranc）設立　 

常務取締役
1992年 9 月　同社　代表取締役社長
2017年 2 月　同社　代表取締役社長執行役員
2018年 6 月　当社　社外取締役（現任）
2020年 3 月　㈱Francfranc　代表取締役社長CEO（現任）

—

■ 社外取締役候補者とした理由
髙島郁夫氏は、㈱Francfranc（元㈱バルス）を創業し、国内有数の雑貨専門店に成長させた経営手腕に
加え、上場、非上場化や、海外展開、数多くの事業改革を実行してきたご経験から、当社に有益なご助
言や率直なご指摘を戴くことが、当社経営の意思決定の健全性・透明性に資すると考え、引き続き社外
取締役としての選任をお願いするものであります。
同氏が社外取締役に再任された場合に果すことが期待される役割は、経営者としての永年の経験から経
営陣の意思決定・リスクテイクへの助言・支援及び支配株主と会社の利益相反の監督であります。
同氏は現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本株主総会終結の時をもっ
て３年となります。

（注） 1. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
 2. 髙島郁夫氏は、社外取締役候補者であります。
 3.   当社は、髙島郁夫氏との間で会社法第427条第１項に基づく責任限定契約を締結しております。当該契約に基づく責任の限度額は、会社法第

425条第１項に定める最低責任限度額となります。本株主総会において同氏の再任が承認された場合は、当社は同氏と当該契約を継続する予
定であります。

 4.   当社は、髙島郁夫氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。本株主総会において同氏の再任が承認された場合は、
当社は引き続き同氏を独立役員とする予定であります。

 5.   当社は、米山久氏、野本周作氏、里見順子氏及び髙島郁夫氏との間で、会社法第430条の２第１項に規定する補償契約を締結しており、各氏
が原案どおり再任された場合には、当該契約を継続する予定であります。なお、当該契約は、各氏が会社法第430条の２第１項に定める費用
及び損失の全部又は一部について法令の定める範囲内において当社が補償することを内容としております。

 6.   当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者がその業務の遂行に伴う行為に
起因して損害賠償請求された場合、損害賠償金及び争訟費用を当該保険契約により補填することとしております。各候補者が再任された場合、
各氏は当該保険の被保険者に含まれることとなります。なお、次回更新時に同内容での更新を予定しております。
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スキル・マトリクス
（取締役会メンバーのスキル・マトリクス）

　 経営全般 ブランド戦略 マーケティング 商品開発 ICT・DX 財務・金融 法務・
リスク管理 備 考

米山　　久 〇 〇 　 指名報酬諮問委員会委員
野本　周作 〇 〇 　
里見　順子 〇 〇 　
髙島　郁夫 〇 〇 　 指名報酬諮問委員会委員長
杉谷　仁司 〇 〇 　

田路　至弘 〇 指名報酬諮問委員会委員
弁護士

佐藤　信之 〇 〇 　 　
（注） 各人の有するスキルのうち主なもの最大２つに〇を附しております。

第２号議案 剰余金の処分の件

　当社は、当事業年度において市場環境の悪化等により大幅な当期純損失を計上し、当事業年度末において
2,929,874,598円の繰越利益剰余金の欠損を計上しております。早期に財務体質の改善を図り、今後の機動的かつ
柔軟な資本政策に備えるため、会社法第452条の規定に基づき、以下のとおり、その他資本剰余金の一部を減少させ
て繰越利益剰余金の欠損填補に充てたいと存じます。

（1） 減少する剰余金の項目及びその額

その他資本剰余金 2,929,874,598円

（2） 増加する剰余金の項目及びその額

繰越利益剰余金 2,929,874,598円
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第３号議案 会計監査人選任の件

　当社の会計監査人でありました有限責任あずさ監査法人は、2020年７月22日付で当社との監査契約を合意解除い
たしました。これにより同監査法人は、同日をもって当社の会計監査人を退任いたしました。

　これに伴い、当社の会計監査人が不在となることを回避し、適正な監査業務が継続的に実施される体制を維持す
るため、2020年７月22日開催の監査等委員会において監査法人アヴァンティアを一時会計監査人に選任し、同日付
で就任しております。

　つきましては、監査等委員会の決定に基づき、一時会計監査人であります監査法人アヴァンティアを、改めて会
計監査人に選任をお願いするものであります。

　なお、監査等委員会が監査法人アヴァンティアを会計監査人の候補者とした理由は、同監査法人は専門性、独立
性及び監査品質を具備し、新たな視点での監査や当社の事業規模に適した効率的かつ効果的な監査業務の運営が期
待できると総合的に判断したためであります。

　会計監査人候補者は、次のとおりであります。

（2021年５月１日現在）

名 称 監査法人アヴァンティア

事務所所在地 主たる事務所 東京都千代田区三番町３番地８
泉館三番町６階

出 資 金 80百万円

構 成 人 員 公認会計士54名、職員57名

9



1 企業集団の現況に関する事項

（1）事業の経過及びその成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により依然として厳しい状況にある
なか、持ち直しの動きが続いているものの、一部に弱さがみられます。感染拡大の防止策を講じつつ、各種政策
の効果や海外経済の改善もあり、持ち直しの動きが期待されるものの、感染動向が国内外経済に与える影響に十
分注意し、金融資本市場の変動等の影響を注視する必要のある状況が続いております。
　外食業界におきましても、長期の休業、営業時間短縮等に伴う来客数の減少に加え、リモートワークの拡大等
による都市部での会食や宴席の減少があり、非常に厳しい経営環境が続いております。
　このような環境のなか、当社は、当連結会計年度において、新型コロナウイルス感染症拡大防止のために当社
グループの店舗の大半を約４ヶ月間営業自粛したこと、また行政からの要請に基づき営業時間を短縮したこと等
に伴う来客数の減少等により、売上高は大幅な減少となりました。
　当社グループにおきましては消費環境の劇変に対応し、付加価値の高い商品の開発や販売におけるサービスの
更なる強化と多様化に取り組んでおります。「食のあるべき姿を追求する」というグループ共通のミッションのも
と、既存ブランドの再構築及び居酒屋よりも食事に重点を置いた「つかだ食堂」といった新ブランド開発に加え、
電子商取引やテイクアウト・デリバリーといった分野においても、生産者との継続的な深い関わりに基づく商品
力を基軸とした新たなビジネスに取り組むなど、事業モデルの転換に努めております。
　また、新型コロナウイルス感染症拡大防止策を重点的に講じ、社会的距離（ソーシャルディスタンス）の確保、
消毒・清掃の強化、マスクの着用、手洗い消毒等を徹底しながら、お客様・従業員の安全と健康を守ることを最
優先に取り組んでおります。
　しかしながら、新型コロナウイルス感染症拡大の業績への影響は大きく、既存店舗の落ち込みを挽回するには
未だ至っておりません。また当社グループの店舗の大半を約４ヶ月間臨時休業したこと等により、助成金収入に
よる営業外収益1,314百万円があったものの、臨時休業による損失に伴う特別損失が1,159百万円発生しており
ます。
　以上の結果、当連結会計年度の売上高は8,941百万円（前年同期比61.2％減）、営業損失は3,611百万円（前年
同期は営業利益45百万円）、経常損失は2,357百万円（前年同期は経常利益11百万円）、親会社株主に帰属する当
期純損失は3,546百万円（前年同期は親会社株主に帰属する当期純利益117百万円）となりました。

（添付書類）
事業報告（2020年４月１日から2021年３月31日まで）
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第19期
（2019年度）

第20期
（2020年度） 前期比

金額（百万円） 金額（百万円） 増減率

売上高 23,072 8,941 61.2％減

営業利益又は営業損失（△） 45 △3,611 －

経常利益又は経常損失（△） 11 △2,357 －

親会社株主に帰属する当期純利益
又は当期純損失（△） 117 △3,546 －
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セグメントごとの業績は次のとおりであります。

　生産流通事業では、「生販直結モデル」の一部として、地鶏、鮮魚、青果物
などの生産及び流通事業を行っております。食産業全般において、仕入価格の
不安定化が事業課題になっておりますが、当社グループにおいては主要食材を
当社グループ会社や安定した契約農家などから調達できることが事業の安定化
につながり強みとなっております。
　直近では、新型コロナウイルス感染症拡大の影響による販売事業の売上高減
少等により、地鶏の生産量や野菜の流通量は大幅に減少しております。
　以上の結果、当連結会計年度における売上高は1,452百万円（前年同期比
51.0％減）、セグメント損失は231百万円（前年同期はセグメント利益56百万
円）となりました。

　販売事業では、「生販直結モデル」の一部として、外食店舗を運営しており
ます。
　当連結会計年度の全店舗売上が、前年同期比△61.2％となりました。これは
主に営業自粛と営業時間短縮等に伴う来客数の減少等によるものであります。
　以上の結果、当連結会計年度における売上高は8,547百万円（前年同期比
61.2％減）、セグメント損失は3,379百万円（前年同期はセグメント損失32
百万円）となりました。

販売事業

第19期（2019年度） 第20期（2020年度）

8,547

22,046
（単位：百万円）売上高

生産流通事業

第19期（2019年度） 第20期（2020年度）

1,452

2,962
（単位：百万円）売上高
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（2）設備投資等の状況
　当連結会計年度中に実施した設備投資の総額は234,946千円であり、主に販売事業における国内外での外食店
舗の出店によるものです。

（3）資金調達の状況
　なお、当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行とコミットメントライン契約を締結しております。
この契約に基づく連結会計年度末におけるコミットメントラインの総額は2,700,000千円で、借入実行残高は
900,000千円になります。
　また、普通株式第三者割当増資にて1,240,050千円、優先株式第三者割当増資にて1,300,000千円の資金調達
を行いました。

（4）事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　当社は、2020年６月25日開催の第19期定時株主総会で承認され締結した契約に基づき、㈱エー・ピーカンパ
ニー（2020年10月１日付で㈱エー・ピーホールディングス準備会社から商号変更）を承継会社とする吸収分割
により、2020年10月１日をもって同社に飲食店運営事業を承継させました。

（5）他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

（6）吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

（7）他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　当社は、2021年３月31日に当社連結子会社である㈱セブンワーク（同日付で㈱豊洲漁商産直市場に商号変更）
の当社保有株式51％をオイシックス・ラ・大地㈱に譲渡いたしました。㈱セブンワークを介した協業を通じて、
オイシックス・ラ・大地㈱との提携関係を強化するため、株式譲渡したものです。
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（8）対処すべき課題
　当社グループは、「日本の食のあるべき姿を追求する」というグループ共通のミッションのもと、「生販直結モ
デル」の事業展開を通じて、第一次産業の活性化と高品質低価格の実現による、食産業における生産者、販売者、
消費者のALL-WINの達成を目指しております。

① 販売戦略の再構築と事業エリアの選別
　当社グループの販売事業は、地鶏と鮮魚をメインとする平均客単価4,000円前後の外食店舗（居酒屋）を、主
に首都圏において展開しています。ここ数年、既存店売上が低迷するなかで本部経費が高止まり、収益力の低下
を招く結果となりました。
　この事態に対処するため、ブランド、店舗業態及び商品構成を、顧客や市場動向を分析しながら的確に行い、
国内の既存店販売力を向上させます。また、新規事業・海外事業は事業展開の業態・エリアの選別を図り、選択
と集中を果敢に実行することで業績向上を推進してまいります。加えて、宅配弁当事業や小売り用のプライベー
トブランド商品の開発販売などの外食以外の事業は、中期的な施策として中食や小売、通販などの販売形態の多
角化を継続して検討していく方針です。また、売上高に見合う水準に本部経費の見直しを行うことなどにより、
筋肉質の体制を構築してまいります。

② 感染症及び大規模災害等への対応強化
　重篤な感染症の拡大、地震・台風等の自然災害及び大規模火災等により、当社グループの店舗が大規模な被害
を受け、又は事業活動が停滞する可能性があります。本部経費の圧縮、人件費の変動費化などにより固定費を圧
縮すると共に、中食や通販などの多角化を図ることで特定の地域・業態に偏らない事業ポートフォリオを構築し
てまいります。
　殊に新型コロナウイルス感染症のような長期間且つ広範囲に亙る感染症においては、政府・地方公共団体の要
請に応じ長期間の休業に至り大きな損失を被ることから、政府等の支援策等を活用しつつできうる限りのコスト
カットを行って企業の存続を図りながら、休業中の人材を再教育することで店舗運営のレベルアップ、新業態・
新商品の開発などを進め、感染症収束後に備えてまいります。

③ 提携産地の開拓と取組産業の拡充
　当社グループの生産流通事業は、宮崎県、鹿児島県、北海道を主な提携産地として、畜産業（地鶏）及び漁業

（鮮魚）を主な取組産業として自社生産及び流通を行っております。今後、全国の第一次産業の生産地と直接提携
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関係の構築を進めながら、卸売市場や仲卸を通さない漁業生産者との直接ネットワークの拡大と、取扱品目拡大
の取組みを継続していく方針です。

④ 店舗の収益性の維持、向上
　外食業界においては、低価格志向と高価格志向の二極化の傾向がみられますが、価格競争力だけでなくサービ
ス力や商品力のある高付加価値を提供している企業の収益は好調に推移しております。その中で当社グループの
販売事業は、マーケット状況に応じた商品投入を図りながら生産情報などの付加価値を提供することで中価格帯
とされる平均客単価4,000円前後を維持又は向上させる戦略をとる方針です。

⑤ 生産流通事業の収益性の維持、向上
　当社グループの生産流通事業は、地鶏、青果物や鮮魚などの主要食材について、農漁業生産者との直接取引又
は自社生産による中間流通コストの圧縮と共に、生産の過程で生じる余剰品や未利用品の商品化や「今朝獲れ便」
による鮮度向上等の付加価値向上を行っております。今後、そのノウハウを活用し、外部の飲食店や小売店を対
象とした卸売販売を強化していくことで、収益の拡大を図っていく方針です。

⑥ 衛生管理・環境問題対応の強化、徹底
　食産業においては、食中毒や食品アレルギーなど食品事故の発生により、食品の安全性、商品表示の正確性に
対する社会的な要請が強くなっております。また、食品ロスやプラスティックの廃棄など環境への配慮も強く求
められております。当社グループの各店舗、事業所では、衛生管理マニュアルに基づく衛生・品質管理を徹底す
ると共に、定期的に本社人員による店舗監査や生産子会社への監査及び外部検査機関による検査と改善を行いま
す。加えて、商品表示・環境問題への啓蒙等を行うことで、今後も食産業に求められるコンプライアンス体制の
強化を行っていく方針です。

⑦ 人材の確保及び教育の強化
　当社グループでは、事業拡大において出店店舗数を増加させていると共に、販売促進に関して一定の権限を店
舗スタッフに付与し、各自の判断でサービスを提供していることから、従来からの少子化、若年層の減少により
雇用対象者が減少するなかで、人材の確保及び教育を経営上の課題であると考えております。人材の確保につい
ては、自社採用ホームページを含むアルバイト採用の強化、新卒採用及び管理職を含む効率的な中途採用を継続
していく方針です。人材の教育については、人材開発本部を中心として経営陣も率先して参加することで社内教
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育体制の強化を図っております。

⑧ 生産流通体制の維持
　当社グループの生産流通事業における施設面、人材面の体制は、当社グループの事業規模に合わせて順次整備
を行ってまいりました。一般的に生産面では計画から収穫・出荷までの生産期間、流通面では流通経路等の整備
に相応の期間を要するため、中長期的な観点から、養鶏場や加工場、物流拠点などの施設管理と、農漁業や物
流・加工などの専門知識、技術を有する人材の採用と教育を行っていく方針です。

⑨ 経営管理組織の充実
　当社グループは、企業価値を高め、株主の皆様をはじめとするステークホルダーに信頼され、支持される企業
となるために、コーポレート・ガバナンスへの積極的な取組みが不可欠であると考えております。そのため、企
業規模の拡大の基盤となる経営管理組織を拡充していくため、今後においても意思決定の明確化、ダイバーシ
ティを考えた組織体制の最適化、内部監査体制の充実及び監査等委員会監査並びに監査法人による監査との連携
を強化して、ガバナンスの強化を図ってまいります。
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第17期
（2017年度）

第18期
（2018年度）

第19期
（2019年度）

第20期
（当期）

（2020年度）
売上高 （千円） 25,723,703 24,577,966 23,072,412 8,941,797
営業利益または営業損失（△）（千円） 330,075 △298,467 45,312 △3,611,540
経常利益または経常損失（△）（千円） 550,158 △91,983 11,199 △2,357,946
親会社株主に帰属する当期
純利益または当期純損失（△）（千円） △252,384 △2,028,927 117,443 △3,546,740

１株当たり当期純利益または当期純損失（△） （円） △35.04 △281.69 16.31 △474.64
総資産 （千円） 13,040,441 10,651,375 10,063,678 10,011,209
純資産 （千円） 3,471,846 1,408,397 1,542,273 523,389
１株当たり純資産額 （円） 467.51 185.94 202.92 △84.94

（9）財産及び損益の状況の推移
① 企業集団の財産及び損益の状況の推移

24,577,966 23,072,412

8,941,797

25,723,703

第19期
（2019年度）

第18期
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第17期
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第20期
（2020年度）

1,408,397 1,542,273

523,389

3,471,846

第19期
（2019年度）

第18期
（2018年度）

第17期
（2017年度）

第20期
（2020年度）

△281.69

16.31

△474.64

△35.04

第19期
（2019年度）

第18期
（2018年度）

第17期
（2017年度）

第20期
（2020年度）

185.94 202.92

△84.94

467.51

第19期
（2019年度）

第18期
（2018年度）

第17期
（2017年度）

第20期
（2020年度）

△2,028,927

117,443

△3,546,740

△252,384

第19期
（2019年度）

第18期
（2018年度）

第17期
（2017年度）

第20期
（2020年度）

△298,467

45,312

△3,611,540

330,075

第19期
（2019年度）

第18期
（2018年度）

第17期
（2017年度）

第20期
（2020年度）

（単位：千円）
売上高

（単位：千円）
営業利益または
営業損失（△） （単位：千円）

経常利益または
経常損失（△） （単位：千円）

親会社株主に帰属する当期純利益または
当期純損失（△）

（単位：千円）
総資産

（単位：千円）
純資産

（単位：円）
1株当たり当期純利益または
当期純損失（△） （単位：円）

1株当たり純資産額
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第17期
（2017年度）

第18期
（2018年度）

第19期
（2019年度）

第20期
（当期）

（2020年度）
売上高 （千円） 20,719,304 18,843,112 16,424,664 3,037,496
営業利益または営業損失（△）（千円） 533,359 △88,411 58,121 △1,812,320
経常利益または経常損失（△）（千円） 740,614 119,739 30,561 △881,249
当期純利益または当期純損失（△）（千円） △281,008 △2,499,161 121,160 △3,257,201
１株当たり当期純利益または当期純損失（△） （円） △39.01 △346.98 16.82 △435.90
総資産 （千円） 11,411,343 7,503,997 7,739,159 7,573,803
純資産 （千円） 3,329,095 827,115 948,276 231,125
１株当たり純資産額 （円） 460.74 113.76 130.58 △106.52

② 当社の財産及び損益の状況の推移

18,843,112
16,424,664

3,037,496

20,719,304

第19期
（2019年度）

第18期
（2018年度）

第17期
（2017年度）

第20期
（2020年度）

△88,411

58,121

△1,812,320

533,359

第19期
（2019年度）

第18期
（2018年度）

第17期
（2017年度）

第20期
（2020年度）

119,739 30,561

△881,249

740,614

第19期
（2019年度）

第18期
（2018年度）

第17期
（2017年度）

第20期
（2020年度）

△2,499,161

121,160

△3,257,201

△281,008

第19期
（2019年度）

第18期
（2018年度）

第17期
（2017年度）

第20期
（2020年度）

7,503,997 7,739,159 7,573,803

11,411,343

第19期
（2019年度）

第18期
（2018年度）

第17期
（2017年度）

第20期
（2020年度）

827,115 948,276

231,125

3,329,095

第19期
（2019年度）

第18期
（2018年度）

第17期
（2017年度）

第20期
（2020年度）

△346.98

16.82

△435.90

△39.01

第19期
（2019年度）

第18期
（2018年度）

第17期
（2017年度）

第20期
（2020年度）

113.76 130.58

△106.52

460.74

第19期
（2019年度）

第18期
（2018年度）

第17期
（2017年度）

第20期
（2020年度）

（単位：千円）
売上高

（単位：千円）
営業利益または
営業損失（△） （単位：千円）

経常利益または
経常損失（△） （単位：千円）

当期純利益または
当期純損失（△）

（単位：千円）（単位：円）
1株当たり当期純利益または
当期純損失（△） （単位：円）

1株当たり純資産額総資産
（単位：千円）

純資産
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（10）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社との関係
　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
会社名 資本金 議決権比率 事業内容

㈱エー・ピーカンパニー 1,000千円 100.0％ 飲食店経営
㈱地頭鶏ランド日南 4,200千円 100.0％ 地鶏の飼育、加工、販売
㈱新得ファーム 3,000千円 100.0％ 地鶏の飼育、加工、販売
AP Company International Singapore Pte.,Ltd. SGD4,500,000 100.0％ 飲食店経営
㈱エーピーアセットマネジメント 10,000千円 100.0％ ファンドへの出資の募集及び運用

エー・ピー投資事業有限責任組合 175,500千円 50.0％
（0.1％） ６次産業化事業体への投資

㈱カゴシマバンズ 31,500千円 74.25％
（25.0％） 地鶏の飼育、加工、販売

新鮮組フードサービス㈱ 50,000千円 100.0％ 飲食店経営
AP Company USA Inc. USD500,000 100.0％ 飲食店経営

AP Company Kalakaua LLC USD200,000 100.0％
（100.0％） 飲食店経営

㈱塚田農場プラス 20,000千円 100.0％ 弁当製造販売

AP Bijinmen １ LLC USD200,000 100.0％
（100.0％） 飲食店経営

AP Company Hong Kong Co.,Limited. HKD36,750,000 100.0％ 経営管理

PT.APC International Indonesia IDR12,969百万 100.0％
（95.0％） 飲食店経営

㈱リアルテイスト 10,000千円 100.0％
（100.0％） 飲食店経営

AP Place Hong Kong Co., LTD HKD14,700,000 100.0％ 飲食店経営

㈱APスタンディングフーズ 5,000千円 100.0％
（100.0％） 飲食店経営

（注） 議決権比率の（　）内は、間接所有割合で内数であります。
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（11）主要な事業内容

事業別 事業内容
生産流通事業 地鶏の生産、青果物の直接買入及び販売、定置網漁業　他
販売事業 店舗における飲食店経営、ライセンス販売、弁当製造販売　他

（12）主要な営業所及び工場
① 主要な営業所

業 態 店舗数 主要店舗
塚田農場など 92店舗 新宿東口店・梅田阪急東通店・あべのハルカス店・品川高輪店
四十八漁場・墨之栄・なきざかななど 22店舗 池袋東口店・エキニア横浜店・川崎店・日本橋
やきとりスタンダード・若どり屋など ８店舗 田町店・神田淡路町店・横浜西口店
関根精肉店・芝浦食肉・平澤精肉店 ８店舗 八王子店・大森店・川崎店
串亭・二平など 12店舗 恵比寿本店・日本橋三越前・渋谷ストリーム店
その他 37店舗 綱島・六本木・新宿西口

② 主要な生産拠点
所在地 施設名 内　容

宮崎県日南市

養鶏場 みやざき地頭鶏の養鶏
雛センター 種鶏の飼育、孵化
処理場 食鳥処理
加工場 食肉二次加工

宮崎県東諸県郡綾町 雛センター 種鶏の飼育、孵化
宮崎県日向市 養鶏場 みやざき地頭鶏の養鶏
宮崎県西都市 処理加工場 食鳥処理、食肉二次加工
北海道上川郡新得町 養鶏場 食鳥処理、食肉二次加工
宮崎県延岡市 事業所 定置網漁業

鹿児島県霧島市
処理加工場 食鳥処理、食肉二次加工
雛センター 種鶏の飼育、孵化
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（13）従業員の状況
① 企業集団の従業員の状況

当期末従業員数 前連結会計年度末比増減
762［442］名 △234［△1,082］名

（注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（アルバイト）は、年間平均雇用人員（１日１人８時間換算）を［　］外数で記載しております。
  

② 当社の従業員の状況
当期末従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

51［6］名 △639［△1,062］名 40.0歳 6.4年
（注） 1.   当社は2020年10月１日付で持株会社へと移行しております。これに伴い子会社への出向者は子会社の従業員数に含んで計算しているため、

従業員数が減少しております。
 2. 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（アルバイト）は、年間平均雇用人員（１日１人８時間換算）を［　］外数で記載しております。

（14）主要な借入先
借入先 借入額（千円）

㈱りそな銀行 2,128,039

㈱みずほ銀行 925,600

㈱商工組合中央金庫 824,960

日本政策金融公庫 653,976

㈱宮崎銀行 618,525

（15）その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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2 会社の株式に関する事項
（1）発行可能株式総数 24,000,000株
（2）発行済株式の総数 10,108,044株
 （自己株式数225,206株を除く。）

（内訳）
① 普通株式 10,106,744株
② A種優先株式 1,000株
③ B種優先株式 300株

（3）株主数 
① 普通株式 15,885名
② A種優先株式 1名
③ B種優先株式 1名

（4）大株主
① 普通株式

株主名 持株数（千株） 持株比率（％）
米山　久 5,189 51.35
MTRインベストメント株式会社 675 6.67
オイシックス・ラ・大地株式会社 562 5.56
ゲームフリーク１号基金投資事業有限責任組合 193 1.90
吉野勝己 165 1.63
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 98 0.97
エー・ピーカンパニー従業員持株会 67 0.66
里見順子 60 0.59
株式会社日本カストディ銀行（信託口５） 55 0.54
株式会社日本カストディ銀行（信託口６） 43 0.42

（注） 持株比率は自己株式（225,206株）を控除して計算しております。
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② A種優先株式
株主名 持株数（株） 持株比率（％）

RKDエンカレッジファンド投資事業有限責任組合 1,000 100

③ B種優先株式
株主名 持株数（株） 持株比率（％）

SB・A２号投資事業有限責任組合 300 100

（5）その他株式に関する重要な事項
　2021年３月26日開催の臨時株主総会において定款の一部変更が行われ、新たな株式の種類として追加された
A種優先株式1,000株とB種優先株式300株を2021年３月29日付で、第三者割当の方法により発行いたしました。
なお、該当株式には議決権がありません。

3 会社の新株予約権等に関する事項
（1）当事業年度末日に当社役員が保有する新株予約権等の状況

　該当事項はありません。

（2）当事業年度中に使用人等に交付した新株予約権の状況
　該当事項はありません。
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（3）その他新株予約権等に関する重要な事項
第２回新株予約権
　当社は、2018年３月８日開催の取締役会において、会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づき、
当社代表取締役である米山久に対し、下記のとおり新株予約権を発行することを決議し、2018年３月26日に付
与いたしました。

新株予約権の数 2,228個
新株予約権と引換えに払い込む金銭 1,782,400円（新株予約権１個につき800円）
新株予約権の目的である株式の種類及び数 普通株式　222,800株（新株予約権１個につき100株）
新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 １株当たり　841円
新株予約権を行使することができる期間 2021年７月１日から2033年８月25日まで

増加する資本金及び資本準備金

①  新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金
の金額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増
加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じ
たときは、その端数を切り上げるものとする。

②  新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準
備金の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から、上記①に定める
増加する資本金の額を減じた額とする。

譲渡による新株予約権の取得の制限 譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承
認を要するものとする。

新株予約権の行使の条件 （注）
新株予約権の割当日 2018年３月26日

（注） 新株予約権の行使の条件
 1.   新株予約権者は、2019年３月期から2025年３月期までの７事業年度のうち、いずれかの事業年度において、のれん償却前営業利益（当

社が提出した有価証券報告書に記載される連結損益計算書における営業利益の金額に、連結キャッシュ・フロー計算書におけるのれん償
却額の金額を加算したもの）が、一度でも16.5億円を超過した場合に限り、割当を受けた新株予約権を行使することができる。なお、国
際財務報告基準の適用等により参照すべき指標の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を取締役会にて定めるものと
する。

 2.   新株予約権者は、新株予約権を行使する時点において当社もしくは当社の関係会社の取締役、監査役もしくは従業員であることを要する。
但し、当社取締役会が正当な理由があるものと認めた場合にはこの限りではない。

 3. 新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。
 4.   新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過することとなるときは、当該新株予約権

の行使を行うことはできない。
 5. 各新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
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第３回新株予約権
　当社は、2018年３月８日開催の取締役会において、会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づき、
時価発行新株予約権信託の受託者である小嶋敏夫氏に対し、下記のとおり新株予約権を発行することを決議し、
2018年３月26日に付与いたしました。

新株予約権の数 7,428個
新株予約権と引換えに払い込む金銭 5,942,400円（新株予約権１個につき800円）
新株予約権の目的である株式の種類及び数 普通株式　742,800株（新株予約権１個につき100株）
新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 １株当たり　841円
新株予約権を行使することができる期間 2021年７月１日から2033年８月25日まで

増加する資本金及び資本準備金

①  新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金
の金額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増
加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じ
たときは、その端数を切り上げるものとする。

②  新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準
備金の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から、上記①に定める
増加する資本金の額を減じた額とする。

譲渡による新株予約権の取得の制限 譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承
認を要するものとする。

新株予約権の行使の条件 （注）
新株予約権の割当日 2018年３月26日

（注） 新株予約権の行使の条件
 1.   新株予約権の割当を受けた者（以下、「受託者」という。）は、新株予約権を行使することができず、受託者より新株予約権の付与を受け

た者（以下、「受益者」または「新株予約権者」という。）のみが新株予約権を行使できることとする。
 2.   受託者より新株予約権の交付を受けた者（以下、「受益者」という。）は、2019年３月期から2025年３月期までの７事業年度のうち、い

ずれかの事業年度において、のれん償却前営業利益（当社が提出した有価証券報告書に記載される連結損益計算書における営業利益の金
額に、連結キャッシュ・フロー計算書におけるのれん償却額の金額を加算したもの）が、一度でも16.5億円を超過した場合に限り、交付
を受けた新株予約権を行使することができる。なお、国際財務報告基準の適用等により参照すべき指標の概念に重要な変更があった場合
には、別途参照すべき指標を取締役会にて定めるものとする。

 3.   受益者は、新株予約権を行使する時点において当社もしくは当社の関係会社の取締役、監査役もしくは従業員であること、または当社も
しくは当社の関係会社と顧問契約もしくは業務委託契約を締結している関係にあることを要する。但し、当社取締役会が正当な理由があ
るものと認めた場合にはこの限りではない。

 4. 新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。
 5.   新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過することとなるときは、当該新株予約権

の行使を行うことはできない。
 6. 各新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
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4 会社役員に関する事項

（1）取締役の氏名等（2021年３月31日現在）

区 分 氏　名 兼職する他の法人等の名称 兼職の内容

代表取締役 米 山 　 久

㈱エー・ピーカンパニー
㈱地頭鶏ランド日南
㈱新得ファーム
AP Company International Singapore Pte.,Ltd.
㈱カゴシマバンズ
新鮮組フードサービス㈱
㈱塚田農場プラス
AP Company USA Inc.
PT.APC International Indonesia
㈱リアルテイスト
㈱APスタンディングフーズ

代表取締役
代表取締役
代表取締役
DIRECTOR
取締役
代表取締役
取締役
President
DIRECTOR
代表取締役
取締役

取締役 野 本 周 作

㈱エー・ピーカンパニー
AP Company International Singapore Pte.,Ltd.
AP Company USA Inc.
㈱塚田農場プラス
AP Company Hong Kong Co.,Limited
PT.APC International Indonesia
AP Place Hong Kong Co., LTD
㈱リアルテイスト
㈱APスタンディングフーズ

取締役
DIRECTOR
Secretary and Tresurer
取締役
DIRECTOR
DIRECTOR
DIRECTOR
取締役
取締役

取締役 里 見 順 子

㈱エー・ピーカンパニー
㈱地頭鶏ランド日南
㈱カゴシマバンズ
㈱エーピーアセットマネジメント
㈱都農ワイン
㈱平城苑

取締役
取締役
代表取締役
取締役
取締役
社外取締役

取締役 髙 島 郁 夫 ㈱Francfranc 代表取締役
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区 分 氏　名 兼職する他の法人等の名称 兼職の内容

取締役
（常勤監査等委員） 杉 谷 仁 司

㈱エー・ピーカンパニー
㈱地頭鶏ランド日南
㈱エーピーアセットマネジメント
㈱カゴシマバンズ
新鮮組フードサービス㈱
㈱塚田農場プラス
㈱リアルテイスト
㈱APスタンディングフーズ

監査役
監査役
監査役
監査役
監査役
監査役
監査役
監査役

取締役
（監査等委員） 田 路 至 弘 岩田合同法律事務所

TANAKAホールディングス㈱
代表パートナー
社外監査役

取締役
（監査等委員） 佐 藤 信 之

㈱epoc
㈱epocトレーディング
㈱FIND
㈱串カツ田中ホールディングス
㈱ギフト

代表取締役
代表取締役
社外監査役
社外監査役
社外取締役（監査等委員）

（注） 1. 取締役髙島郁夫氏、田路至弘氏、佐藤信之氏は社外取締役であります。
 2.   当社は、2020年６月25日開催の第19期定時株主総会決議に基づき、同日付で監査等委員会設置会社に移行しております。
 3.   当社は、取締役髙島郁夫氏、田路至弘氏および佐藤信之氏について東京証券取引所の定めに基づき、独立役員として指定し、同取引所に届け

出ております。
 4. 監査等委員田路至弘氏は、弁護士の資格を有しており、法令に関する相当程度の知見を有しております。
 5.   当社は、取締役全員と、会社法第430条の２第１項に規定する補償契約を締結しており、同項に定める費用及び損失の全部又は一部について

当社が補償することとしております。
 6.   当社と各取締役（業務執行取締役を除く）は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約

を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額としております。 
 7.   当社は会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することになる役員に対す

る賠償、会社に関する賠償およびこれらに係る費用の損害を当該保険契約により塡補することとしております。当該保険契約の被保険者は取
締役（監査等委員含む）であります。

（２）会社役員の報酬等の額
① 監査等委員会設置会社移行前
　当事業年度のうち監査等委員会設置会社移行前における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は無報酬と
なっております。
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② 監査等委員会設置会社移行後
区　分 支給人員 支給額

取締役（監査等委員を除く） ３人 15,840千円
取締役（監査等委員） ３人 8,820千円
合　計 ６人 24,660千円

（注） 1.   当事業年度末現在の人員は、取締役（監査等委員を除く）４名、取締役（監査等委員）３名であります。なお、上記支給人員との相違は、無
報酬の取締役（監査等委員を除く）１名が含まれていることによります。

 2.   監査等委員でない取締役の報酬限度額は、2020年６月25日開催の定時株主総会において決議いただいております年額500,000千円以内（た
だし、使用人分給与は含みません）の範囲で取締役会にて決定しております。

 3.   監査等委員である取締役の報酬限度額は、常勤、非常勤の別、監査業務等を勘案し、2020年６月25日開催の定時株主総会において決議いた
だいております年額50,000千円以内の範囲で各監査等委員である取締役の協議にて決定しております。

（３）役員の報酬等の決定方針の決定方法及び当該方針の内容
1. 基本方針

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。以下同じ。）の個人別の報酬等は、当社の企業価値の持続的
な向上を図るインセンティブとして機能させることを目的として決定されるものとする。

2. 取締役の個人別の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針
（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む）

　・  当社の取締役の報酬等は、月例の金銭による固定報酬である基本報酬のみとし、個人別の報酬等（基本報酬）
の額は、当社の業績や経営内容、社会情勢、各取締役の役割に応じた貢献度合い、在任年数のほか他社水準
等を考慮しながら総合的に勘案して決定するものとする。

3.   業績連動報酬等がある場合には、業績連動報酬等に係る指標の内容および業績連動報酬等の額または数の算定
方法の決定に関する方針

（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。）
　・該当事項なし。

4.   非金銭報酬等がある場合には、非金銭報酬等の内容および非金銭報酬等の額もしくは数またはその算定方法の
決定に関する方針
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（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。）
　・該当事項なし。

5.   基本報酬の額、業績連動報酬等の額または非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決
定に関する方針

　・該当事項なし。

6. 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に係る委任に関する事項
　・該当事項なし。

7. 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定の方法
　・  取締役の個人別の報酬等の内容について、取締役会は、その決定に当たり、独立社外取締役を委員長とし、

独立社外取締役が過半数を占める任意の指名報酬諮問委員会の答申を得るものとする。

8. その他取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する重要な事項
　・該当事項なし。

以　上
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（4）社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

氏　名 兼職先 当該他の法人等との関係
取締役　
髙島郁夫 ㈱Francfranc（代表取締役） 当社と兼務先との間には重要な取引そ

の他の関係はありません。
取締役（監査等委員）
田路至弘

岩田合同法律事務所（代表パートナー）
TANAKAホールディングス㈱（社外監査役）

当社と兼務先との間には重要な取引そ
の他の関係はありません。

取締役（監査等委員）
佐藤信之

㈱epoc（代表取締役）
㈱epocトレーディング（代表取締役）
㈱FIND（社外監査役）
㈱串カツ田中ホールディングス（社外監査役）
㈱ギフト（社外取締役・監査等委員）

当社と兼務先との間には重要な取引そ
の他の関係はありません。
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② 社外役員の主な活動状況
氏　名 活動状況

取締役　
髙島郁夫

　当事業年度に開催された取締役会全19回のうち19回に出席いたしました。上場会社の役員経
験及び豊富な事業経験に基づく見地から、取締役会において意思決定の妥当性・適正性を確保す
るための発言を適宜行っております。また、経営会議等において、各事業や部門の責任者に対し
て必要な発言を適宜行っております。

取締役（監査等委員）
田路至弘

　当事業年度に開催された取締役会全19回のうち18回、監査等委員会全11回のうち11回に出席
いたしました。弁護士としての専門的見地から、取締役会において意思決定の妥当性・適正性を
確保するための発言を適宜行っております。また、経営会議等において、各事業や部門の責任者
に対して必要な発言を適宜行っております。さらに、監査等委員会においては、議案審議等に必
要な発言を適宜行っております。

取締役（監査等委員）
佐藤信之

　当事業年度に開催された取締役会全19回のうち19回、監査等委員会全11回のうち11回に出席
いたしました。上場会社の役員経験及び豊富な事業経験に基づく見地から、取締役会において意
思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を適宜行っております。また、経営会議等におい
て、各事業や部門の責任者に対して必要な発言を適宜行っております。さらに、監査等委員会に
おいては、議案審議等に必要な発言を適宜行っております。

（注）   当社は、会社法第427条第１項に基づき、社外取締役との間において、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており
ます。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法令が定める額としております。
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5 会計監査人の状況

（1） 会計監査人の名称
　監査法人アヴァンティア（一時会計監査人）

（注）   当社の会計監査人でありました有限責任あずさ監査法人は、2020年７月22日付で当社との監査契約を合意解除しました。これにより同監査
法人は、同日をもって当社の会計監査人を退任いたしました。これに伴い、当社の会計監査人が不在となることを回避し、適正な監査業務が
継続的に実施される体制を維持するため、2020年７月22日開催の監査等委員会において監査法人アヴァンティアを一時会計監査人に選任し、
同日付で就任しております。

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
有限責任あずさ監査法人 監査法人アヴァンティア

当事業年度に係る会計監査人の監査証明業務に
基づく報酬の額（千円） 9,450 29,500

当事業年度に係る会計監査人の非監査証明業務
に基づく報酬等の額（千円） 1,500 －

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭
その他の財産上の利益の合計額（千円） 10,950 30,500

（注）   当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と、金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分してお
らず、実質的にも区分できませんので、等事業年度に係る報酬等の額はこれらの合計額を記載しております。

（3）非監査業務の内容
　当社は、有限責任あずさ監査法人に対して、会計監査人交代に係る引き継ぎ業務についての対価を支払ってお
ります。

（4）会計監査人の解任または不再任の決定方針
　当社では、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査等委員
全員の同意に基づき監査等委員会が、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等
委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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科目 金額

（資産の部）
流動資産 4,337,592

現金及び預金 2,210,959
売掛金 375,720
たな卸資産 589,467
未収入金 621,540
その他 540,464
貸倒引当金 △560

固定資産 5,664,914
有形固定資産 3,318,059

建物及び構築物 2,858,582
工具、器具及び備品 259,465
その他 200,010

無形固定資産 185,614
のれん 170,383
ソフトウエア 13,730
その他 1,501

投資その他の資産 2,161,240
投資有価証券 212,768
敷金及び保証金 1,608,759
長期前払費用 158,601
繰延税金資産 140,271
その他 46,236
貸倒引当金 △5,394

繰延資産 8,701
株式交付費 8,701

資産合計 10,011,209

科目 金額

（負債の部）
流動負債 4,500,488

買掛金 297,275
短期借入金 2,408,000
１年内返済予定の長期借入金 804,672
未払金 261,052
未払費用 429,153
未払法人税等 110,533
未払消費税等 94,159
その他 95,642

固定負債 4,987,331
長期借入金 4,753,674
繰延税金負債 36,489
その他 197,167

負債合計 9,487,820
（純資産の部）
株主資本 512,975

資本金 50,000
資本剰余金 3,461,086
利益剰余金 △2,623,256
自己株式 △374,853

その他の包括利益累計額 △71,423
為替換算調整勘定 △71,423

新株予約権 7,724
非支配株主持分 74,111
純資産合計 523,389
負債純資産合計 10,011,209

連結貸借対照表（2021年３月31日現在） （単位：千円）

3333

連結計算書類



科目 金額

売上高 8,941,797
売上原価 3,581,329
売上総利益 5,360,468
販売費及び一般管理費 8,972,008
営業損失 △3,611,540
営業外収益

受取利息及び配当金 36,001
持分法による投資利益 3,987
為替差益 39,665
助成金収入 1,314,946
協賛金収入 33,791
その他 155,452 1,583,844

営業外費用
期限前弁済手数料 15,489
解約違約金 30,393
支払利息 85,248
貸倒損失 139,874
シンジケートローン手数料 2,200
新株発行費 248
その他 56,796 330,250

経常損失 △2,357,946
特別利益

固定資産売却益 60
関係会社株式売却益 8,546 8,606

特別損失
固定資産除却損 81,569
減損損失 2,862
投資有価証券評価損 102
臨時休業による損失 1,159,494 1,244,029

税金等調整前当期純損失 △3,593,369
法人税、住民税及び事業税 25,746
法人税等調整額 △71,685 △45,938
当期純損失 △3,547,430
非支配株主に帰属する当期純損失 △689
親会社株主に帰属する当期純損失 △3,546,740

連結損益計算書（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日） （単位：千円）
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科目 金額

（資産の部）
流動資産 3,025,857

現金及び預金 1,257,901
売掛金 29,577
商品 5,927
前払費用 186,608
関係会社短期貸付金 31,000
関係会社立替金 2,411,781
未収入金 539,590
貸倒引当金 △1,592,639
その他 156,110

固定資産 4,539,244
有形固定資産 2,236,545

建物 1,988,832
構築物 2,208
工具、器具及び備品 184,906
その他 60,598

無形固定資産 12,924
ソフトウエア 12,924

投資その他の資産 2,289,773
関係会社株式 341,212
関係会社出資金 48,210
敷金及び保証金 1,275,314
関係会社長期貸付金 980,245
長期前払費用 99,474
貸倒引当金 △499,248
その他 44,564

繰延資産 8,701
株式交付費 8,701

資産合計 7,573,803

科目 金額

（負債の部）
流動負債 3,409,240

買掛金 103,675
１年内返済予定の長期借入金 656,720
未払金 185,886
未払費用 226,389
未払法人税等 94,033
預り金 741
短期借入金 1,950,000
関係会社短期借入金 150,000
前受収益 29,420
その他 12,372

固定負債 3,933,437
長期借入金 3,745,680
関係会社事業損失引当金 44,537
繰延税金負債 9,012
長期前受収益 4,430
その他 129,777

負債合計 7,342,677
（純資産の部）
株主資本 223,401

資本金 50,000
資本剰余金 3,461,086

その他資本剰余金 3,461,086
利益剰余金 △2,912,831

圧縮積立金 17,042
繰越利益剰余金 △2,929,874

自己株式 △374,853
新株予約権 7,724
純資産合計 231,125
負債純資産合計 7,573,803

貸借対照表（2021年３月31日現在） （単位：千円）
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科目 金額

売上高 3,037,496
売上原価 1,000,177
売上総利益 2,037,319
販売費及び一般管理費 3,849,639
営業損失 △1,812,320
営業外収益

受取利息及び配当金 19,370
為替差益 30,499
補助金収入 933,924
協賛金収入 32,350
その他 104,642 1,120,787

営業外費用
期限前弁済手数料 15,489
支払利息 83,003
貸倒損失 62,727
貸倒引当金繰入額 90
シンジケートローン手数料 2,200
新株発行費 248
その他 25,957 189,716

経常損失 △881,249
特別利益

固定資産売却益 60
投資有価証券売却益 52,957
貸倒引当金戻入額 － 53,017

特別損失
固定資産除却損 81,569
減損損失 2,862
関係会社貸倒引当金繰入額 1,603,344
関係会社株式評価損 49,999
関係会社事業損失引当金繰入額 28,194
臨時休業による損失 618,958 2,384,930

税引前当期純損失 △3,213,162
法人税、住民税及び事業税 26,607
法人税等調整額 17,431 44,038
当期純損失 △3,257,201

損益計算書（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日） （単位：千円）
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独立監査人の監査報告書
2021年５月24日

株式会社エー・ピーホールディングス
取締役会　御中

監査法人アヴァンティア
東京都千代田区
指 定 社 員 公認会計士 木　村　直　人　㊞業 務 執 行 社 員
指 定 社 員 公認会計士 相　馬　裕　晃　㊞業 務 執 行 社 員

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社エー・ピーホールディングスの2020年４月１日から2021年３月31日ま
での連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査
を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社エー・ピーホー
ルディングス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、

「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び
連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分か
つ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。
これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備
及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我
が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示
する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本
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連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかに
ついて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は
誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、
重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、
職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・  不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。

監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・  連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、

状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・  経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の

妥当性を評価する。
・  経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提

に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要
な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結
計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・  連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関
連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているか
どうかを評価する。

・  連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、
連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上
の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影
響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を
行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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独立監査人の監査報告書
2021年５月24日

株式会社エー・ピーホールディングス
取締役会　御中

監査法人アヴァンティア
東京都千代田区
指 定 社 員 公認会計士 木　村　直　人　㊞業 務 執 行 社 員
指 定 社 員 公認会計士 相　馬　裕　晃　㊞業 務 執 行 社 員

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社エー・ピーホールディングスの2020年４月１日から2021年３月
31日までの第20期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書

（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期
間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、

「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独
立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠
を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。
これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国
において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する
責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

会計監査人の監査報告書謄本
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計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかにつ
いて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬
により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要
性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、
職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・  不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。

監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・  計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状

況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・  経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の

妥当性を評価する。
・  経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に

重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な
不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類
等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書
日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・  計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連
する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか
を評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上
の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影
響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を
行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、2020年４月１日から2021年３月31日までの第20期事業年度における取締役の職務の執行について監査いたしました。
その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。なお、当社は昨年開催の第19期定時株主総会におきまして、監査役会設置会社から
監査等委員会設置会社に移行しました。2020年４月１日から2020年６月25日定時株主総会終了時までの監査については、当該期間の各監
査役が実施した監査内容を引継ぎ、その内容に基づいております。
1. 監査の方法及びその内容
   　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備

されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応
じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

 ①  監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部監査部門その他関連部門と連
携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な
決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役
及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

 ②  会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行
状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従っ
て整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

   　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書
及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記
表）について検討いたしました。

2. 監査の結果
（1） 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③  内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内

容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
（2） 計算書類及びその附属明細書の監査結果

一時会計監査人監査法人アヴァンティアの監査の方法及び結果は相当であると認めます。
（3） 連結計算書類の監査結果

一時会計監査人監査法人アヴァンティアの監査の方法及び結果は相当であると認めます。
2021年５月25日

株式会社エー・ピーホールディングス　監査等委員会
常勤監査等委員 杉　谷　仁　司　㊞
監 査 等 委 員 田　路　至　弘　㊞
監 査 等 委 員 佐　藤　信　之　㊞

監査等委員会の監査報告書謄本

以　上

（注１） 監査等委員 田路至弘及び監査等委員 佐藤信之は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に定める社外取締役であります。
（注２）   当社の会計監査人でありました有限責任あずさ監査法人は、2020年７月22日付で当社との監査契約を合意解除しました。これにより同監査

法人は、同日をもって当社の会計監査人を退任いたしました。これに伴い、2020年７月22日開催の監査等委員会において監査法人アヴァン
ティアを一時会計監査人に選任し、同日付で就任しております。
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交番

都営新宿線
三菱UFJ銀行 日本大学

りそな銀行

みずほ銀行

7番出口

4番出口
1番出口

モスバーガー
マルエツ

定時株主総会会場ご案内図
TKP市ヶ谷カンファレンスセンター８階大ホール
東京都新宿区市谷八幡町８番地　連絡先03－5227－6911会　場

Ｊ　　　Ｒ　　❶ 中央・総武線「市ヶ谷」駅から　 徒歩約３分
都営地下鉄　　❷ 新宿線「市ヶ谷」駅　４番出口から　 徒歩約５分
東京メトロ　　❸ 有楽町線「市ヶ谷」駅　７番出口から　 徒歩約１分
東京メトロ　　❹ 南北線「市ヶ谷」駅　７番出口から　 徒歩約１分

交　通

※駐車場の用意はいたしておりませんので、お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申し上げます。

株主総会にご出席の株主様へのお飲み物及びお土産のご用意はございません。何卒ご理解くださいますようお願い申し上げます。

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。


